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目標地図の確定・促進計画案の作成イメージ

農業委員会サポート
システム

農業委員会

ワンデスクシステム
（タブレット）

②訪問による利用
調整結果登録

農地バンク

農業委員
農地利用最適化推進委員

農家
（出し手・受け手）

現地コーディネーター

③利用調整結果を登録
※調整結果から申請
データを自動作成可能

④利用調整結果確認
CSV出力し、促進
計画作成

図:農業委員会サポートシステム・ワンデスクシステムを活用した促進計画実行のための条件調整のイメージ

調整
情報
連携

結果
自動
連携

①利用調整工程作成
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☆地域計画策定後

方法１:促進計画案作成機能を用いて策定する
（１）促進計画案の作成（農業委員会サポートシステム）
地域計画策定後については、促進計画案を作成するための対象地
や受け手の設定を以下の方法で行う。
①地図管理画面で行う（P７～P10）
②ワンデスク連携タブ-促進計画案管理で行う（P10）

（２）調整結果の入力と促進計画案の作成
①ワンデスクシステムで農業委員・推進委員、現地コーディネー
ターが入力した利用調整結果を確認し、登録（P13～P21）
②農業委員会サポートシステムで農業委員会事務局、農地バンク
が案詳細で調整結果（権利の種類や金額、期間等）を入力、登録
（P26～P27）

（３）促進計画の内容を台帳反映する（農業委員会サポートシス
テム）
①案詳細で総会データを作成する場合→議案処理（議決結果登録
まで）→案詳細で「公告・台帳反映」（P33～P40）
②総会データを作成せず台帳更新する場合→案詳細で「公告・台
帳反映」（P38～P40）

方法２:申請受付画面で促進計画案の起案を選択（P41）
→従来の申請受付～議案処理で処理を実施

促進計画作成の操作フロー

☆地域計画策定前

方法１:促進計画案作成機能を用いて策定する（農業委員会サポー
トシステム）
（１）促進計画案を作成するための対象地や受け手の設定（P10）

（２）調整結果の入力と促進計画案の作成
①ワンデスクシステムで農業委員・推進委員、現地コーディネー
ターが入力した利用調整結果を確認し、登録（P13～P21）
②農業委員会サポートシステムで農業委員会事務局、農地バンクが
案詳細で調整結果（権利の種類や金額、期間等）を入力、登録
（P26～P27）

（３）促進計画の内容を台帳反映する（農業委員会サポートシステ
ム）
①案詳細で総会データを作成する場合→議案処理（議決結果登録ま
で）→案詳細で「公告・台帳反映」（P33～P40）
②総会データを作成せず台帳更新する場合→案詳細で「公告・台帳
反映」（P38～P40）

方法２:申請受付画面で促進計画案の起案を選択（P41）
→従来の申請受付～議案処理で処理を実施
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促進計画作成の操作フロー図

作成済 作成中/作成前 作成しない

促進計画案の作成

地図画面で作成 促進計画案管理画面で作成

条件調整の実施

ワンデスクで条件調整を入力 サポートシステムで条件調整を入力・確認修正

申請データ・議案データの作成・処理
促進計画案管理画面で作成 申請受付、議案処理画面で直接作成

台帳への反映 促進計画案管理画面で公告・台帳反映 議案処理で議決結果台帳反映

地域計画作成後、促進計
画を地域計画に紐づける

サポートシステムでの地域計画の作成状況

以降、促進計
画案管理で促
進計画案の処
理を行う

入力された内容はサポー
トシステムに連携される

促進計画案を「合意済み」状態にする

議案作成、議決結果登録

誰が利用できるか

農:農業委員会事務局
委:農業委員、推進委員
バ:農地中間管理機構
コ:現地コーディネーター

農

委

バ

コ

農 農

農

農

バ

バ

農 農

農

農 農

CSVデータで機構
に情報提供

農 バ
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１．農業委員会サポートシステムでの促進計画案の作成
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1-1．地図画面から促進計画案を作成する（1/3）

①【地図管理】-【目標地図】-【目標地図編集】タブを開き、促進計画案を作成したい「目標地図（素案）」を選択する。
※「素案確定」、「決定・公告」の処理がなされている目標地図（素案）を選択すること。

目標地図の「素案確定前」や地域計画の「決定・公告前」の状態だと、この後の促進計画案の作成が行えません。

本機能（P7～P9）は農業委員会のみ利用可能。
農地中間管理機構は目標地図のデータ閲覧のみ可能。

１

①促進計画案を作成したい地域計画名と目
標地図、素案を選択します。

※目標地図の素案確定、地域計画の決
定・公告済みであることを確認する
（「素案確定」、「決定・公告」ボタ
ンが押せない状態）

※
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② 目標地図編集画面の【目標地図】タブで、「絞り込み」ボタンを押して促進計画案の対象地を選択する。
③ 目標地図絞込画面で、所有者名や受け手予定者名で対象地を絞込み検索する。
※促進計画案は、受け手と出し手が1対1となるように作成することになるため、

所有者名、受け手予定者名両方を入力し絞り込むのがよい。
例）所有者A、所有者Bの農地をともに法人Cに貸借する場合、A-C間、B-C間での

貸借の権利設定を行う必要があるため、それぞれの促進計画案を作成する必要がある。

1-1．地図画面から促進計画案を作成する（2/3）

２

③-1 意向調査で把握した出し手受け手の意向の実施
時期（出し手:いつ頃手放したいか、出し手:いつか
ら拡大したいか）でも絞ることが可能。
「名簿」から受け手予定者を検索することで素案作成
時に設定された受け手予定者の土地が表示される。

③-3 選択後、「実行」
ボタンをクリック。

③-2 素案作成時に受け手予定者に設定された農地が
表示される。全選択で一括選択できるが、促進計画の
実行時期に合わせて農地を選択すること。

３
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④ 対象地選択・一括設定欄に、絞り込んだ他対象地のみが表示されるので、選択の に が入っていることを確認し、「促進計画案作成」
をクリック。

⑤ 【ワンデスク連携】-【促進計画案管理】-【案作成】画面に遷移するので、促進計画案作成時点で決定可能な項目を入力し、更新をク
リック。

→促進計画案の登録が完了すると、
ワンデスクシステムで条件調整を
行えるようになる。

1-1．地図画面から促進計画案を作成する（3/3）

４

５

⑤-1 促進計画案の
・「グループ名」 ・「受け手」 ・「機構」
・「調整・契約対象」（所有者・機構間、機構・耕作者間、両方（一括調整））
・「実行予定時期」（いつから促進計画進めるのか）
・「権利の種類」（所有権移転、貸借、経営委託、農作業委託）

を作成時点で分かる情報を入力。

⑤-2 対象地を選択（全選
択可能）

⑤-3 「更新」ボタンをクリック。
※「対象地検索」からも個
別に対象地の追加が可能
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地域計画策定前の段階や、サポートシステムで目標地図、地域計画を作成していない場合に促進計画案を作成する場合は、
【ワンデスク連携】-【促進計画案管理】-【案作成】タブで直接促進計画案を作成する。
促進計画案作成時点で決定可能な項目を入力し、更新をクリック。
→促進計画案の登録が完了すると、ワンデスクシステムで条件調整を行えるようになる。

1-2．促進計画案作成画面で案を作成する

① 促進計画案の以下項目に、作成時点でわかる情報
を入力する。

・「グループ名」
・「調整・契約対象」（所有者・機構間、機構・耕

作者間、両方（一括調整））
・「実行予定時期」（いつから促進計画進めるの

か）
・「権利の種類」（所有権移転、貸借、経営委託、

農作業委託）
・「受け手」
・「機構」

③ 対象地を選択（全選択可能）

④ 「更新」ボタンをクリック。 ② 「対象地検索」から促進計画案
の対象地を選択する。所有者が同一
になるよう選択すること。

本機能は農業委員会、農地中間管理機構で利用可能
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促進計画案は、受け手と出し手が1対1となるように作成するため、促進計画案作成画面において、異なる所有者の土地を選択した状態で「更
新」を押すと、エラーとなる。このため、所有者ごとに促進計画案を作成しなおす必要がある。

例）所有者A、所有者Bの農地をともに法人Cに貸借する場合、A-C間、B-C間での貸借の権利設定を行う必要があるため、それぞれの促進計画
案を作成する必要がある。

1-3．（留意点）促進計画案作成時の注意点

所有者が異なる農地を選択している状態

左図の場合、「農業０３鉄郎」、「農業２１俊彦」、「農業１８浩次」、
「農業１８司」、「㈱デモファーム」の5つの促進計画案に分けて作成
する必要がある
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２．調整結果をワンデスクシステムで入力する
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2-1．条件調整対象の検索（1/3）

① メニュー画面の【促進計画実行】の「条件調整を検索する」をクリック。

農業委員会、農業委員/推進委員の場合農地中間管理機構、現地コーディネーターの場合

本機能（P13～21）は農業委員会、農業委員/推進委員、
農地中間管理機構、現地コーディネーターが利用可能
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2-1．条件調整対象の検索（2/3）

② 条件調整対象者（所有者または受け手）を入力し、検索。
※農地中間管理機構、現地コーディネーターの操作画面では、市町村を選択する項目がある
※当該機能は意向把握と異なり担当割当機能はありません。

農地中間管理機構、現地
コーディネーターは
市町村の選択が可能

農業委員会、農業委員/推進委員の場合農地中間管理機構、現地コーディネーターの場合
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2-1．条件調整対象の検索（3/3）

③ 調整する促進計画案（グループごと）の一覧が表示されるので、条件調整を行う（入力する）促進計画案の「詳細」ボタンをクリック
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2-2．条件調整対象の詳細確認（1/2）

① 調整対象の農地を選択すると、詳細が下に表示される。

まずは一筆に対して調整結果を入力します。
その後、同一内容で他の筆に対しても調整結果を反
映できます。

下にスクロールする
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2-2．条件調整対象の詳細確認（2/2）

画面を下にスクロールした流れ

② 詳細画面の一番下までスクロールし、「編集」ボタンをクリックすると、「条件調整結果編集」画面に遷移する。
※基本情報・権利設定情報は農業委員会サポートシステムで設定した内容が表示されます。
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2-3．条件調整結果の登録（1/3）

① 「条件調整結果編集」画面に遷移するので、「条件調整内容」の各欄を入力する。
「所有者-機構間」の調整を行う場合は左側のみ、「機構-耕作者間」の調整を行う場合は右側のみ入力できる。
「一括方式」の調整を行う場合はボタンを切り替えて両方の入力を行う。

権利の種類が「貸借」の場合の画面。
「所有権移転」の場合、入力項目が変わる。
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② 入力画面の続き。権利の種類や借賃額等の入力を行う。

2-3．条件調整結果の登録（2/3）

借賃額の入力は、「10a当たりの借賃の額」または「年額」の片方を入力する
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2-3．条件調整結果の登録（3/3）

③ 入力した内容と同じ内容をほかの農地にも反映したい場合は、対象農地に を入れる。
※後で個別で条件の異なる農地のみ変更したい箇所を修正することも可能なので、一旦すべての農地に を入れて同じ内容を反映して

もよい。

④ 条件調整ができなかった場合は、｢条件が調整できませんでした｣に を入れる。

⑤ 入力完了後、「登録」ボタンをクリック。
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2-4．複数農地への登録後の修正

① 複数の農地へ反映した後に条件調査結果詳細から修正したい農地を選択する。

② 個別に修正したい農地選択後、編集をクリック。

③ 編集以降の登録方法はP18～20と同様。

①修正したい農地を選択
②編集ボタンをクリック

で修正

画面下までスクロール
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３．調整結果を農業委員会サポートシステムで確認・入力する
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3-1．農業委員会サポートシステムで作成した案を検索する

① 【ワンデスク連携】-【促進計画案管理】-【案検索】タブで、検索条件を設定し「検索」ボタンをクリックすると、作成した促進計画案を
検索できる。

② 対象の計画案を選択して、右下の「選択」ボタンをクリック（または選択行をダブルクリック）すると【案詳細】タブへ遷移する。

「選択」をクリック
または

選択行をダブルクリック

※上記の促進計画案に を入れ、
「CSV出力」をクリックすると、
条件調整結果をCSVデータで出
力、確認できる

「選択」をクリック
または

選択行をダブルクリック

１

２

本機能（P23～31）は農業委員会、
農地中間管理機構が利用可能
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① 農業委員／推進委員による条件調整結果の入力が完了していると、【案詳細】タブで内容を確認できる。
② 画面上部の「権利の種類」（促進計画案としての権利の種類）と、対象地別に入力された「権利の種類（筆別）」の入力内容に相違がない

か確認する。修正が必要な場合は修正を行う。
③ このほか、調整結果の入力内容を確認し、内容に問題がなければP28の操作へ。修正が必要な場合はP25～27のとおり修正作業を行う。

3-2．ワンデスクシステムから連携された調整結果を確認する

促進計画案の作成時に
入力されたもの（P9、
10）が表示される１

橙枠の項目（「共通」「所有者・機構
間」「機構・受け手間」「その他」欄）
は、ワンデスクシステムで入力された内
容が連携され表示される。
※各項目をダブルクリックして修正可能
※表示内容は「調整・契約対象」や「権
利の種類」によって異なる。

３

ワンデスクシステムで
入力されたもの
（P18 ）が表示される

２
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3-3．ワンデスクシステムから連携された調整結果が複数の権利の種類だった場合
① １つの促進計画案の対象地の権利の種類（筆別）が一意でない場合は、促進計画案を権利の種類（筆別）毎に別グループに分割する必

要がある。別グループとして登録する対象地の☐欄に を入れ、「グループの分割」をクリック。
② グループ分割画面でグループ名、権利の種類、実行予定時期を入力し、「分割登録」をクリック。

１

２

「案検索」画面にて、検索
すると分割された促進計画
案を確認できる



令和７年度 農業委員会サポートシステム 操作研修会

26

① 一括で入力したい筆の☐欄に を入れる。

② 「調整・契約対象」の種類に応じて、画面下部の
「一括入力」欄の入力項目を選択する。

「調整・契約対象」が
・「両方」の場合

全項目（共通情報、所有者・機構
間、機構・受け手間）

・「所有者・機構間」の場合
共通情報、所有者・機構間

・「機構・受け手間」の場合
共通情報、機構・受け手間

をそれぞれ入力

③ 一括入力欄の各内容を入力する。
※共通情報の入力内容は、権利の種類（貸借、所有権移転、

経営委託、作業委託）によって異なる

④ 各入力項目の内容を入力後、「反映」をクリック。
（画面上部の対象地一覧の内容が更新される）

⑤ 「更新」をクリック。

※対象地を削除する場合は☐欄に を入れ、「削除」→「更新」
の順にクリック。

3-4．農業委員会サポートシステムで直接調整結果を入力する(1/2)

条件調整結果をサポートシステムで直接入力する場合、筆ごとの入力のほか、全対象地へ一括で入力することが可能。

④‘「反映」をクリックすると
橙枠の該当項目が更新される

１

２

３

４
５
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3-4．農業委員会サポートシステムで直接調整結果を入力する(2/2)

所有者・機構間 機構・受け手間

「所有者・機構間」、「機構・受け手間」の入力内容、反映箇所は下図の通り。

※「機構・受け手間」の入力を行う際、「所有者・機構欄からコピー」をクリックすると、「所有者・機構間」に入力されている内容を
コピーして入力することが可能。

入力内容・入力箇所入力内容・入力箇所

反映箇所反映箇所

※
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3-5．調整結果を「合意済み」に変更する

① 条件調整結果の内容確認が完了したらステータスを「合意済」に変更し、「更新」をクリック。

１

※「合意済」に更新できない場合は、下記の入力状況を確認す
ること。

１ 画面上部の「権利の種類」が入力されていること。

２ 対象地一覧の「条件調整不達」が「○」（ワンデスクシス
テムで「条件調整できなかった」の入力がなされている）も
のが存在しないこと。

→調整状況に応じて、勧告の実施、該当筆の削除、促進計画案
の破棄（削除）等を行う必要がある。

３ 対象地一覧の「権利の種類（筆別）」が画面上部の「権利
の種類」と一致する（または設定無である）こと。

→「グループの分割」を行う。

４ 対象地一覧の「調整・契約対象」が両方の際に「所有者・
機構間」と「機構・受け手間」の賃料情報（10a あたり賃料、
年間賃料、物納）が一致していること。

※農作業委託の場合は、「委託対価総額」が一致していること。

５ 対象地一覧の「受け手・機構間」の始期年月日が機構・所
有者間の始期年月日より早く始まっていないこと。

また、「受け手・機構間」の終期年月日が「機構・所有者
間」が終期年月日より遅く終了していないこと。

６ 対象地一覧のそれぞれの始期年月日と終期年月日が逆転し
ていないこと。
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3-6．農地中間管理機構にてCSVを出力し促進計画を作成する
農地中間管理機構にて、登録された促進計画案の抽出が行われる。
【ワンデスク連携】-【促進計画案管理】-【案検索】で対象の促進計画案を検索し、☐欄に を入れ、「CSV出力」をクリックすると該当の
促進計画案のデータがCSVデータでダウンロードできる。

ステータスが「合意済」となっていることを確認すること

※「調整中」の状態でもCSV出力は可能だが、条件調整結
果の入力が完了していないため、注意が必要

CSVデータ例
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3-7．（補足）促進計画案と地域計画との紐づけ

【ワンデスク連携】-【促進計画案管理】-【案作成】で促進計画案を作成した場合、「地域計画」欄は空欄で登録される。
その対象地がサポートシステムで作成した地域計画の対象地である場合や、後から地域計画に追加した場合などは、【案詳細】タブの「目
標地図と紐づけ」をクリックすることで、地域計画と紐づけることができる。

サポートシステムで作
成した地域計画と紐づ
いていないので、空欄

サポートシステムで作
成した地域計画と紐づ
いていないので、空欄
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3-7．（補足）条件調整対象モニタリング機能について

【ワンデスク連携】-【促進計画案管理】-【条件調整対象モニタリング】タブでは、目標地図編集で決定した地域計画に対し、農用地利用
集積等促進計画の契約条件調整を開始する必要がある対象地を検出することができる。

検索条件は、
①決定済の地域計画の対象地として登録されている

（操作画面上の表記としては、【目標地図編集】
-【素案管理】画面において、目標地図の素案が
地域計画として「決定・公告」済みの状態）

②貸付借受人および経由転貸人が設定されておらず、
促進計画案が未作成または作成済みで「調整中」
の状態

③左画面の各項目の条件を満たす

<検索例>
１年以内に農地を借り受けて規模拡大したい意向が
ある農地で、促進計画案が作成されていない又は作
成されているが条件調整が済んでいない農地を検索
する
→意向検出対象:受け手側

意向の実施希望時期 :１年以内
意向回答日:R05.4.1～R06.3.31

検索結果画面で選択した農地の
目標地図の編集画面に遷移する

検索結果画面で選択した農地の
意向内容等をCSVで出力する
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４．農業委員会での総会データの作成・台帳反映
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4-1．総会データを作成する(1/2)

意見聴取を総会にて確認する場合、総会用の申請データ作成を行う。
① 「公告（予定）日」（表示されている場合は（機構取得）も）、「契約方式」の入力内容を確認し、未入力であれば入力する。
② ステータスを「意見聴取・認可申請中」に変更し、画面下の「更新」をクリック。

※ステータスの更新は農地中間管理機構も可能だが、目標地図との紐づけ、グループの分割、総会データ作成は農業委員会のみ利用可能。
③ 「総会データ作成」をクリックすると申請データが作成される。

※サポートシステムで総会議案作成を行わない場合、「総会データ作成」の実行は省略可能。

１
２

３

※既に申請データが存在する場合は、
申請の置き換え確認メッセージが、
既に完了/不許可済みの申請データが存在する場合は、
申請の再生成確認メッセージが
それぞれ表示される。

→総会データ作成後に促進計画案の内容を修正する場
合は、修正後に再度総会データを作成すること。

本機能（P33～41）は農業委員会のみ利用可能
農地中間管理機構は促進計画案のステータスの更新は可能
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4-1．総会データを作成する(2/2)

作成される申請データは下表のとおり。

<起案名>

<起案の種別名>
※促進計画案の対象地一覧のなかで、貸借の種類

や始期・終期などの異なる筆がある場合は、申
請データは分割して作成される。
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4-2．申請検索と申請修正画面での処理

【申請受付】-【申請書検索】画面で申請を検索すると、【案詳細】画面の「総会データ作成」で作成した申請データが表示される。

【申請修正】画面で申請データの「受付記号・受付番号」を入力し、「更新」をクリック。

※「受付記号・受付番号」以外の項目
も修正可能だが、その場合、【ワン
デスク連携】-【促進計画案詳細】
で登録した内容とずれが生じる。

→修正する場合は【促進計画案詳細】
画面で修正し、再度総会データを作
成することを推奨。
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4-3．議案作成/修正と議決結果登録画面での処理

【議案処理】-【議案作成/修正】画面で該当の申請を検索・選択し、
総会年・回数・開催日を入力し更新ボタンをクリック。

【議決結果登録】画面で該当の議案を表示し、案件ごとに議案状
態を許可に変更して更新ボタンをクリック。

※台帳反映処理はP38～40の操作を行うこと
（【議案処理】-【議決結果台帳反映】での台帳反映は非推奨）
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4-4．議案書印刷

【議案処理】-【議案作成/修正】画面で「議案修正」をクリックし、総会の回数を選択して該当の議案を表示。
「帳票出力」をクリックして議案書を出力する。
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4-5．促進計画内容を公告・台帳反映する(1/3)

【ワンデスク連携】-【促進計画案管理】画面で作成した促進計画案は、【案詳細】画面の「公告・台帳反映」をクリックすることで、台帳
情報を更新できる。台帳反映が完了すると、「ステータス」が「反映済・完了」となる。

※総会データ作成を行っておらず「公告（予定）日」や「契約方式」の指定ができていない場合は、入力・更新を行った上で「公告・台帳反映」を行う必要がある。
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4-5．促進計画内容を公告・台帳反映する(2/3)

※「調整・契約対象」が「両方」（所有者・機構間、機構・受け手間の両方）で、「契約方式」が「個別方式」の場合は、「公告・台帳反
映」の左に「反映対象」欄が表示される。

①「公告・台帳反映」をクリックすると、「ス
テータス」欄が「反映済（機構まで）」に更
新され、「反映対象」欄は「機構取得」から
「受け手取得」に更新される。

②再び「公告・台帳反映」をクリックすると、
「ステータス」欄が「反映済・完了」に更新
される。１

２
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4-5．促進計画内容を公告・台帳反映する(3/3)

【ワンデスク連携】-【促進計画案管理】-【案詳細】画面で「公告・台帳反映」の処理を行った場合、議案状態は自動で「完了」に更新される。

<申請受付画面>

<議案処理画面>
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4-6．申請受付から促進計画の申請起案を作成する
【ワンデスク連携】-【促進計画案管理】で促進計画を作成しない場合、促進計画による農地の権利移動情報の更新は、従来の【申請受付】
-【議案処理】での操作で促進計画の申請起案の作成が可能。
※起案は「一括方式」と「個別方式」に分かれているため、該当の申請を選択し、従来の議案処理で処理を行う。


